
1

平成１２年９月期  個別財務諸表の概要 平成１２年１１月２４日

上場会社名  浜松ホトニクス株式会社

コード番号     ６９６５  東京証券取引所市場第一部

本社所在地 静岡県浜松市市野町１１２６番地の１

問い合せ先 責任者役職名  取締役管理部長
氏 名      鈴 木 志 明        ＴＥＬ 053－452－2141㈹

決算取締役会開催日 平成１２年１１月２４日 中間配当制度の有無    有

定時株主総会開催日 平成１２年１２月２２日

１．１２年９月期の業績（平成１１年１０月１日～平成１２年９月３０日）

（１）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高        営 業 利 益        経 常 利 益        

１２年９月期

１１年９月期

       百万円          ％
 ４５，１１５（  ２２．３）
 ３６，８９１（ △ ２．５）

      百万円            ％
  ５，１８１（  １４９．６）
  ２，０７６（ △ ３６．３）

     百万円            ％
 ５，５４５（  １６４．４）
 ２，０９７（ △ ３９．９）

当 期 純 利 益        
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

株 主 資 本     
当期純利益率

総 資 本    
経常利益率

売 上 高    
経常利益率

１２年９月期

１１年９月期

    百万円            ％
１，４６３（    ６９．８）

    ８６２（ △ ４９．５）

   円   銭
 ４５ ０８

 ２７ ５９

   円   銭
 ４３ ６６

 ２６ ７４

        ％

３．５

２．３

       ％

  ６．６

  ３．１

       ％

１２．３

  ５．７

（注）１．期中平均株式数 １２年９月期  32,462,928 株  １１年９月期  31,241,241 株

２．会計処理の方法の変更    有

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

（２）配当状況

１株当たり年間配当金           

中 間   期 末   

配当金総額

（年 間   ）
配 当 性 向     株主資本配当率

１２年９月期

１１年９月期

  円    銭

１６  ５０

１６  ５０

 円    銭
 ７  ００
 ７  ００

 円    銭
 ９  ５０
 ９  ５０

    百万円
    ５４２
    ５２０

        ％
  ３７．１
  ６０．３

          ％
      １．３
      １．４

（注）１２年９月期期末配当金の内訳   記念配当  ０円００銭、特別配当  ２円５０銭

（３）財政状態

総 資 産        株 主 資 本        株 主 資 本 比 率          １株当たり株主資本

１２年９月期

１１年９月期

         百万円
   ８３，５４８
   ６７，９６９

         百万円
   ４１，５３５
   ３７，７７９

              ％
       ４９．７
       ５５．６

         円    銭
 １，２５５   ４７
 １，１９０   ６４

（注）期末発行済株式数 １２年９月期  33,083,356 株   １１年９月期  31,730,916 株

２．１３年９月期の業績予想（平成１２年１０月１日～平成１３年９月３０日）

１株当たり年間配当金          
売 上 高     経 常 利 益     当期純利益     

中 間   期 末   

 中 間 期      

通 期      

       百万円
２６，５００

５５，２００

      百万円
３，４００

７，６００

       百万円
１，４００

３，８００

   円   銭
   ７  ００
     ―

 円   銭
   ―
 ９  ５０

   円   銭
―

 １６  ５０

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）      １１４円８６銭
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貸 借 対 照 表         

（単位：百万円）

当 期    
(平成12年９月30日現在)

前 期    
(平成 11年９月 30日現在)

増 減    
期 別    

科 目    金 額    構成比 金 額    構成比 増減額 増減率

【資 産 の 部        】
％ ％ ％

流 動 資 産          

現 金 及 び 預 金        

受 取 手 形        

売 掛 金        

有 価 証 券        

自 己 株 式        

商 品        

製 品        

原 材 料        

仕 掛 品        

貯 蔵 品        

前 払 費 用        

未 収 入 金        

繰 延 税 金 資 産        

そ の 他        

貸 倒 引 当 金        

40,071

10,578

 4,055

14,792

    ―

     1

    22

 1,441

 2,039

 5,077

   420

    56

   802

   766

   115

△    99

 48.0 30,901

 7,894

 2,779

11,418

     3

     1

    20

 1,565

 1,713

 4,318

   407

    30

   711

    ―

   134

△    99

 45.5  9,170

 2,684

 1,276

 3,373

△    3

     0

       1

△  123

   326

   758

    12

    25

    91

   766

△   19

     0

  29.7

固 定 資 産          

有 形 固 定 資 産        

建 物        

構 築 物        

機 械 及 び 装 置        

車 両 運 搬 具        
工具、器具及び備品        

土 地        

建 設 仮 勘 定        

43,476

32,542

12,096

   348

 5,081

    34

 2,814

10,550

 1,616

 52.0

 38.9

37,068

27,373

 8,211

   226

 5,006

    27

 2,138

 9,743

 2,019

 54.5

 40.3

 6,408

 5,169

 3,885

   122

    74

     7

   676

   806

△  402

  17.3
  18.9

無 形 固 定 資 産        

特 許 権 等        

借 地 権        

ソ フ ト ウ ェ ア        

そ の 他        

   255

    22

    29

   184

    18

  0.3     76

    28

    28

    ―

    19

  0.1    179

△    5

     1

   184

△    0

 235.4

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券        

関 係 会 社 株 式        

出 資 金        

関係会社出資金        

長 期 貸 付 金        

繰 延 税 金 資 産        

そ の 他        

10,678

 2,763

 4,187

    12

 1,064

    11

 1,556

 1,081

 12.8

   

 9,618

 2,850

 4,109

    12

 1,094

    11

    ―

 1,539

 14.1  1,059

△   86

    78

     0

△   29

    －

 1,556

△  458

  11.0

資 産 合 計          83,548 100.0 67,969 100.0 15,578   22.9
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（単位：百万円）

当 期    
(平成12年９月30日現在)

前 期    
(平成 11年９月 30日現在)

増 減    
期 別    

科 目    金 額    構成比 金 額    構成比 増減額 増減率

【負 債 の 部        】

流 動 負 債          

支 払 手 形        

買 掛 金        

短 期 借 入 金        

20,850

 5,898

 2,065

 3,400

％

 25.0 15,177

 4,114

 1,576

 4,100

％

 22.3 5,672

1,783

 488

△   700

％

  37.4

一年以内返済予定
      長期借入金

     344    559 △   215

未 払 金        

未 払 法 人 税 等        

未 払 費 用        

前 受 金        

預 り 金        

賞 与 引 当 金        

設備購入支払手形

社 内 預 金        

そ の 他        

 1,219

 2,721

   348

   286

   154

 2,177

 1,800

   421

    13

   805

    70

   209

   205

    56

 1,514

 1,454

   487

    22

 413

2,651

 139

  80

  98

 663

 345

△    65

△     9

固 定 負 債          

転 換 社 債        

長 期 借 入 金        

退職給与引当金        

21,162

 2,001

12,188

 6,973

 25.3 15,011

 4,830

 6,515

 3,666

 22.1 6,150

△ 2,829

5,672

3,307

  41.0

負 債 合 計          42,012  50.3 30,189  44.4 11,823   39.2

【資 本 の 部        】

資 本 金          

資 本 準 備 金          

利 益 準 備 金          

    

14,634

14,351

   591

  

 17.5

 17.2

  0.7

  

13,220

12,937

   529

  

 19.5

 19.0

  0.8

1,414

1,413

   62

 10.7

 10.9

 11.9

そ の 他 の 剰 余 金          

１．任 意 積 立 金        

(1)特別償却準備金        

(2)別 途 積 立 金        

２．当期未処分利益        

11,956

 9,570

   270

 9,300

  2,386

 14.3

  

11,093

 9,480

   580

 8,900

  1,612

 16.3   863

90

△   309

 400

  773

   7.8

   0.9

資 本 合 計          41,535  49.7 37,779  55.6  3,755    9.9

負 債 ・ 資 本 合 計          83,548 100.0 67,969 100.0  15,578   22.9

（注）注記は別記しております。
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損 益 計 算 書         

（単位：百万円）

当 期      前 期      

(
自 平成 11年 10 月１日

至 平成 12年９月 30 日
) (
自 平成 10年 10 月１日

至 平成 11年９月 30 日
)
増 減      

                  期 別    

 科 目    金 額    百分比 金 額    百分比 増減額   増減率

   売 上 高          

 営 業 費 用        

   売 上 原 価          

   販売費及び一般管理費

45,115

24,832

15,101

     ％
 100.0

  55.0

  33.5

36,891

21,015

13,800

     ％
 100.0

  57.0

  37.4

  8,224

  3,817

  1,301

    ％

   22.3

   18.2

    9.4

   営 業 利 益           5,181   11.5  2,076    5.6   3,105   149.6

 営 業 外 収 益        

   受取利息及び配当金          

   投資不動産等賃貸収入

   その他の営業外収益          

   874

   397

   300

   176

   1.9    979

   519

   342

   117

   2.7 △  104

△  122

△   42

59

△ 10.7

 営 業 外 費 用        

   支払利息及び割引料          

   社 債 利 息          
   投資不動産等に係る諸費用

   為 替 差 損          

   その他の営業外費用          

   510

   298

    38

   137

    ―

    36

   1.1    958

   198

    88

   183

   434

    53

   2.6 △  447

99

△   50

△   45

△  434

△   16

△ 46.7

   経 常 利 益          

 特 別 利 益        

   固 定 資 産 売 却 益          

   補 助 金 収 入          

   前 期 損 益 修 正 益          

 特 別 損 失        

   固定資産売却及び除却損

   固 定 資 産 圧 縮 損          

   投資有価証券評価損          
   退職給与引当金特別繰入額

   役 員 退 職 慰 労 金          

 5,545

    20

     1

    19

    ―

 3,181

    77

    19

   166

 2,918

    ―

  12.3

   0.1

   7.1

 2,097

    53

     1

    46

     5

   385

   116

    46

   182

    ―

    39

   5.7

   0.1

   1.0

3,447

△   33

△    0

△  27

△    5

2,796

△   39

△   27

△   15

2,918

△   39

  164.4

△ 61.8

  725.8

税 引 前 当 期 純 利 益          
法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額          

 2,384

 3,201

△ 2,280

   5.3

   

  

 1,765

   903

    ―

   4.8

   2.5

618

2,297

△2,280

   35.0

当 期 純 利 益          

前 期 繰 越 利 益          

 1,463

   942

   3.2

   

   862

   991

   2.3

   

601

△   48

   69.8

過年度税効果調整額              42     ― 42

税効果会計適用に伴う          

特別償却準備金取崩額          
   188     ― 188

中 間 配 当 額          

利 益準備金積立額          

  228

   22

   218

    21

△    9

△    0

当 期 未 処 分 利 益           2,386  1,612 773    48.0



5

利 益 処 分 案         

（単位：百万円）

期 別   

科 目   

当 期    

平成１２年９月期

前 期    

平成１１年９月期
増 減 額    

当 期 未 処 分 利 益             

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額             

合 計   

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金             

利 益 配 当 金             

１株につき 普 通 配 当      

           特 別 配 当      

役 員 賞 与 金            

（うち監査役賞与金）            

特 別 償 却 準 備 金            

別 途 積 立 金            

合 計   

次 期 繰 越 利 益            

2,386

   45

2,431

   40

  314

７円 00 銭

２円 50 銭

   55

（  6 ）

   37

1,000

1,447

  984

1,612

  132

1,745

   40

  301

７円 00 銭

２円 50 銭

   50

（  6 ）

   11

  400

  802

  942

     773

△  87

686

 ―

 12

 ―

 ―

  5

      （ ― ）

      26

     600

     644

      41

  

（注）１．中間配当の実施状況は次のとおりであります。

                                       （当 期    ） （前 期    ）

           中 間 配 当 金        228 百万円 218 百万円

１株につき 普通配当 ７円 00銭 ７円 00銭

２．特別償却準備金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
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１．会計処理方法の変更

従来、退職給与引当金につきましては、従業員の退職により支給する退職給与に充てるため、

期末自己都合要支給額の４０％相当額を計上しておりましたが、当期より、自己都合退職による

期末要支給額の１００％から適格年金制度の年金資産残高を控除した額を計上する方法に変更い

たしました。この変更は、近年における退職給与に係わる会計環境の変化を勘案し、今後予想さ

れる退職金負担額の増加に備えるために、従業員の年齢構成の変化、退職状況、勤続年数等につ

いての調査を実施し、その調査結果をふまえ、財務内容のさらなる健全化及び期間損益計算のよ

り一層の適正化を図るために実施したものであります。

この変更により、従来と同一の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益が１１２百万円

減少し、税引前当期純利益は３，０３１百万円減少しております。

２．重要な会計方針        

１．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券 …………… 総平均法に基づく低価法（切放し方式）

そ の 他 の 有 価 証 券              …………… 総平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品 …………… 総平均法に基づく原価法

貯蔵品 ……………………………………… 最終仕入原価法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び投資等（投資不動産等）は定率法、ソフトウェア以外の無形固定資産及び投

資等（長期前払費用）は、定額法によっております。市場販売目的のソフトウェアについては、

見込販売数量に基づく償却額と、残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を計上しております。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。従来まで投資等の「長期前払費用」に含めて

計上しておりました自社利用のソフトウェアにつきましては、「研究開発費及びソフトウェアの

会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号  平成１１年３

月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。

ただし同報告により、上記に係るソフトウェアの表示につきましては、投資等の「長期前払費

用」から無形固定資産の「ソフトウェア」に変更しております。また、上記に係るソフトウェア

の減価償却の方法につきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に基づく繰入限度相当額（経過措置に基づ

く法定繰入率及び個別評価）に個別判定による貸倒見積額を積み増しして計上しております。

（２）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

（３）退職給与引当金

従業員の退職により支給する退職給与に充てるため、自己都合退職による期末要支給額の

    １００％から適格年金制度の年金資産残高を控除した額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

きましては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。
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６．消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．税効果会計の適用

財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用しております。

この適用に伴い、従来の税効果会計を適用しない場合と比較して、流動資産７６６百万円、投

資等１，５５６百万円が増加するとともに、当期純利益は２，２８０百万円、当期未処分利益は

  ２，５１２百万円多く計上されております。

貸借対照表関係注記

（当 期    ） （前 期    ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ３９，０２２百万円 ３５，７９８百万円

２．主な外貨建資産・負債

当 期 末     前 期 末     
科 目   

外 貨 額    計上額 外 貨 額    計上額

現金及び預金       10,611 千米ドル 1,146 百万円 11,450 千米ドル 1,224 百万円

売 掛 金        4,459 千米ドル 481 百万円  2,722 千米ドル 291 百万円

23,000 千米ドル 3,274 百万円 23,000 千米ドル 3,274 百万円関係会社株式       

   862 千英ポンド 155 百万円    862 千英ポンド 155 百万円

 3,744 千独マルク 305 百万円  3,744 千独マルク 305 百万円

 2,400 千米ドル 255 百万円  2,400 千米ドル 284 百万円

 1,399 百万伊リラ 125 百万円  1,399 百万伊リラ 125 百万円

 2,700 千ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

        ｸﾛｰﾈ
57 百万円

 2,700 千ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

        ｸﾛｰﾈ
57 百万円

関係会社出資金       

 2,110 千仏フラン 54百万円  2,105 千仏フラン 54百万円

未 払 金        1,056 千米ドル 114 百万円     ―    ―

３．関係会社に対する資産・負債のうち主なものは次のとおりであります。

売 掛 金       ５，３６８百万円 ４，１５２百万円

４．有形固定資産

（１）担保に供している資産

工 場 財 団      

土 地         ４，４０８百万円 ４，４０８百万円

建 物         ２，８６２ ３，０６７

機 械 及 び 装 置             ２７８ ２７４

工具、器具及び備品         ２０ ２２

土 地         １２２ １２２

建 物         １２３ １３３

投 資 有 価 証 券         ― １

上記にかかる債務

一年以内返済予定長期借入金 ２０４百万円 ３７１百万円

（１９０） （３５６）

長 期 借 入 金         ２，５８９ １，７９４

（２，４８２） （１，６７２）

なお、上記（  ）内数字は内数であり、工場財団設定に係る債務であります。
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（当 期    ） （前 期    ）

（２）有形固定資産の取得価額より直接減額されている圧縮記帳額

建 物         ４６百万円 ４６百万円

機 械 及 び 装 置         ２２１ ２１０

工具、器具及び備品         １２１ ９５

なお、当期において補助金の受け入れにより行った圧縮記帳額は１９百万円（機械及び装置

１０百万円、工具、器具及び備品８百万円 他）であります。

５．保証債務 ９６８百万円 ５０４百万円

６．自己株式の数 １７９株 ３０５株

７．発行済株式総数の増加

転換社債の株式転換による増加 １，３５２，４４０株 １，０６３，４０９株

８．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

    なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。

    受 取 手 形         ３３３百万円 ―

損益計算書関係注記

（当 期    ） （前 期    ）

１．関係会社との取引のうち、主なものは次のとおりであります。

売 上 高         １２，７６１百万円 １０，６１９百万円

受 取 配 当 金         ２８７ ４１２

２．有形固定資産の減価償却実施額 ３，６２３百万円 ３，４０２百万円

３．研究開発費は一般管理費として表示しており、その総額は６，０５８百万円であります。

４．リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（工具、器具及び備品）

取 得 価 額 相 当 額          ４５７百万円 ４５５百万円

減価償却累計額相当額         ２９８ ２５６

期 末 残 高 相 当 額          １５８ １９８

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内          ７３百万円 ８３百万円

１ 年 超          ８５ １１４

合 計     １５８ １９８

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料          ９２百万円 ８９百万円

減価償却費相当額          ９２ ８９

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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５．税効果会計

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（繰延税金資産） （当 期    ）

退職給与引当金限度超過額              １，５３９百万円

賞与引当金限度超過額                  ４６６百万円

未 払 事 業 税 否 認 額                  ２５４百万円

減価償却費限度超過額                  ２２９百万円

そ の 他                    １４百万円

  繰 延税金資産合計            ２，５０５百万円

（繰延税金負債）

特 別 償 却 準 備 金                  １８１百万円

  繰 延税金負債合計                １８１百万円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額              ２，３２３百万円

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

（当 期    ）

法定実効税率 ４１．１２％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 ２．０３％

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △０．４８％

税額控除 △３．７９％

その他 △０．２６％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３８．６２％

役 員 の 異 動       

該当事項はありません。
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売上高の概況

（１）部門別の内訳

（単位：百万円）

当 期    前 期    

(
自 平成 11 年 10 月１日

至 平成 12 年９月 30 日
) (
自 平成 10 年 10 月１日

至 平成 11 年９月 30 日
)

増 減    
期 別   

主な製品名 金 額    構成比率 金 額    構成比率 金 額   増減率   

光 電 変 換 管       （5,373）

  8,478

      ％

 （11.9）

   18.8

（4,492）

  7,049

      ％

 （12.2）

   19.1

   （880）

 1,429

     ％

（19.6）

  20.3

映像管及び光源       
（2,889）

  8,131

 （ 6.4）

   18.0

（2,135）

  6,688

  （5.8）

   18.1

 （753）

 1,442

（35.3）

  21.6

光半導体素子       
 (6,417)

 18,472

 （14.2）

   41.0

 (4,542)

 13,479

 （12.3）

   36.5

 （1,875）

 4,992

（41.3）

  37.0

画像処理・計測装置
 (2,450)

  9,257

 （ 5.4）

   20.5

 (2,048)

  8,881

  （5.5）

   24.1

 （401）

   376

（19.6）

   4.2

そ の 他       
 (   72)

    775

 （ 0.2）

    1.7

 (   71)

    793

  （0.2）

    2.2

 （  0）

△  17

（ 0.8）

△ 2.3

合 計       
(17,202)

 45,115

 （38.1）

  100.0

(13,290)

 36,891

 （36.0）

  100.0

 （3,912）

 8,224

（29.4）

  22.3

（注） （  ）内数字は内数であり、輸出販売額であります。

（２）地域別の内訳

（単位：百万円）

当 期    前 期    

（
自 平成 11年 10 月 1日

至 平成 12年 9月 30 日
）（
自 平成 10年 10 月 1日

至 平成 11年 9月 30 日
）
増 減    

期 別    

地 域 別    金 額   構成比率 金 額   構成比率 金 額   増減率

国 内     27,913 61.9％ 23,601 64.0％ 4,311 18.3％

米 国     8,304 18.4 6,586 17.8 1,718 26.1

欧 州     5,103 11.3 4,673 12.7 430 9.2

ア ジ ア     3,660 8.1 1,933 5.2 1,726 89.3

そ の 他     133 0.3 97 0.3 36 37.5

合 計   45,115 100.0 36,891 100.0 8,224 22.3



 （３）業界別の内訳

    （単位：百万円）

光電変換管

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

分析機器 875 807 879 936

医用機器 1,163 1,216 1,292 1,849

計測機器 400 334 485 577

産業用機器 178 234 384 475

学術研究 746 571 480 489

その他 250 270 312 314

５２期上 ５２期下 ５３期上 ５３期下

映像管及び光源

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

分析機器 765 780 806 831

医用機器 380 329 340 322

計測機器 104 122 160 142

光学・写真機器 105 144 135 133

産業用機器 1,140 1,699 1,731 2,122

保安・警報機器 91 92 88 107

その他 494 436 561 646

５２期上５２期下５３期上５３期下

画像処理・計測装置

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

医用機器 137 146 241 145

分析機器 190 138 131 86

計測機器 164 125 163 154

産業用機器 1,147 1,385 1,504 2,032

学術研究 1,962 1,331 1,786 1,050

その他 1,084 1,067 1,121 839

５２期上 ５２期下 ５３期上 ５３期下

光半導体素子

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

通信・情報機器 1,009 1,185 1,569 2,194

医用機器 989 1,221 1,583 2,023

産業用機器 965 1,056 1,242 1,621

分析機器 519 499 563 655

輸送機器 654 637 750 741

計測機器 565 598 719 930

光学・写真機器 494 613 608 606

その他 1,168 1,298 1,284 1,377

５２期
上
５２期
下
５３期
上
５３期
下
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